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政策チェックアップ評価書について 

 

１．政策チェックアップについて 

 

（１）政策チェックアップの概要 

 

 国土交通省の基本的な評価方式の一つ（政策評価法に基づく事後評価）。 

 国土交通省の施策目標及び業績指標について、前年度の実績値等により事後

評価を行うもの。（今年度は、平成 30 年度施策を対象に施策目標 44、業績指標

項目 143 について評価を実施。） 

 

（２）前回評価書決定までの経緯 

 

H15.7.15 政策チェックアップ評価書初公表（以降、H25 まで毎年度評価） 

 

H16.7.30 社会資本整備重点計画を反映した評価書の公表 

 

H19.8.10 予算を伴う施策を原則全て政策評価の対象とした評価書を公表 

 

H20.8.25 「経済財政改革の基本方針 2007」（H19.6.19 閣議決定）により予算

書、決算書の表示科目の単位（項・事項）と政策評価の単位を対応さ

せた評価書を公表 

 

H25.12.20 「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（政策評価

各府省連絡会議了承）により、政府全体として共通の施策評価基準

（評価の標準化）等を決定 

 

H26.3.28 平成 26 年度国土交通省事後評価実施計画により 2 年毎に評価書を

とりまとめることを決定 

 

H27.2.13 交通政策基本計画の閣議決定 

 

H27.8.27 平成 26 年度政策チェックアップ評価書を公表 

 

H27.9.18 第 4 次社会資本整備重点計画の閣議決定 

 

資料２ 
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H27.12.24 「経済・財政再生アクション・プログラム（ＡＰ）」が経済財政諮

問会議で決定。これを踏まえ、ＡＰの改革項目と政策評価、行政事

業レビューとの連携。 

 

H28.1.8  平成 28年度国土交通省事後評価実施計画により一部の業績指標を 

参考指標（※）に移管。※評価は行わないが、その達成状況を把握する指標 

 

 H28.3.18 住生活基本計画（全国計画）の閣議決定 

 

H29.8.31 第 4 次社会資本整備重点計画のほか、交通政策基本計画及び住生活

基本計画（全国計画）の指標を反映した平成 28 年度政策チェックア

ップ評価書を公表 

 

（３）最近の政策チェックアップ関係の状況と今後のスケジュール 

 

H30.8.29  平成 31 年度事後評価実施計画策定 

 

H30.9.7   平成 29 年度政策チェックアップモニタリング結果を公表 

 

H31.3.27  政策評価基本計画改訂、政策評価実施要領変更 

      

H31.3.28  平成 31 年度事後評価実施計画最終変更（143 の業績指標項目） 

 

R1.8.下旬  平成 30 年度政策チェックアップ評価書公表（予定） 

 

（４）政策チェックアップの指標数の推移と関連主要事象 

 

 

   別添参考資料参照 
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２．評価結果の概要 

 

 

（１）施策目標 

 

 

評価区分 30 年度（案） 28 年度 26 年度 

① 目標超過達成 0 件(0%) 0 件(0%) 4 件(9.1%) 

② 目標達成 16 件(36.4%) 12 件(27.2%) 11 件(25.0%) 

③ 相当程度進展あり 15 件(34.1%) 12 件(27.2%) 14 件(31.8%) 

④ 進展が大きくない 13 件(29.5%) 20 件(45.5%) 15 件(34.1%) 

⑤ 目標に向かっていない 0 件(0%) 0 件(0%) 0 件(0%) 

合計 44 件(100%) 44 件(100%) 44 件(100%) 

※ 平成３０年度の施策目標の評価区分で一部調整中のものがあり、変更の可能性がある。 

 

 

 

【参考】共通５区分による各府省の評価結果の状況 

評価区分 H30 年度実施分 H29 年度実施分 H28 年度実施分 

① 目標超過達成 0 件(0.0%) 1 件(0.3%) 1 件(0.4%) 

② 目標達成 86 件(39.4%) 98 件(32.7%) 90 件(36.8%) 

③ 相当程度進展あり 123 件(56.4%) 169 件(56.3%) 146 件(58.4%) 

④ 進展が大きくない  8 件(3.7%) 31 件(10.3%) 12 件(4.8%) 

⑤ 目標に向かっていない 0 件(0%) 0 件(0%) 0 件(0%) 

その他 1 件(0.5%) 1 件(0.3%) 1 件(0.4%) 

合計 218 件(100%) 300 件(100%) 250 件(100%) 

※ 出典：「政策評価等の実施状況及びこれらの結果の政策への反映状況に関する報告」（総務省） 

※ 国土交通省の平成２８年度政策チェックアップについては「H29年度実施分」に反映。H30年度及び

H28年度実施分については、モニタリングのみで評価を行っていないため件数に含まれていない。 
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（２）業績指標 

 

 30 年度（案） 28 年度 26 年度 

Ａ評価 118 件 

（59.9%） 
108 件 

（55.7%） 

129 件 

（59.7%） 

Ｂ評価 68 件 

（34.5%） 
74 件 

（38.1%） 

83 件 

（38.4%） 

Ｎ評価 11 件 

（5.6%） 

12 件 

（6.2%） 

4 件 

（1.8%） 

合計 197 件 

（100%） 

194 件 

（100%） 

216 件 

（100%） 

※ 平成３０年度の業績指標の評価で一部調整中のものがあり、今後変更の可能性がある。 

＜国土交通省（H30 年度（案））＞ 

＜各府省合計（H30 年度実施分）＞ 
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３．評価基準の概要 

 

（１）施策目標の評価について 

 

※以下を目安に総合的に判断 

 

評価区分 施策目標の評価の目安 

①目標超過達成 全ての業績指標で目標が達成され、かつ、業績指標の主要なものが

目標を大幅に上回って達成されたと認められるもの 

（「目標を大幅に上回って達成されたと認められるもの」とは、達成

率 150％以上など顕著な進展が認められることを目安とする） 

②目標達成 全ての業績指標で目標が達成され、かつ、業績指標の主要なものが

目標を大幅に上回って達成されたと認められないもの 

（「目標を大幅に上回って達成されたと認められないもの」とは、達

成率 150％未満を目安とする） 

③相当程度進展あり 一部又は全部の業績指標で目標が達成されなかったが、主要な業績

指標はおおむね目標に近い実績を示すなど、現行の取組を継続した

場合、相当な期間を要さずに目標達成が可能であると考えられるも

の 

（「おおむね目標に近い実績を示す」とは、達成率 70％以上を目安

とし、「相当な期間を要さず」とは、３年未満を目安とする） 

④進展が大きくない 一部又は全部の業績指標で目標が達成されず、主要な業績指標につ

いても目標に近い実績を示さなかったなど、現行の取組を継続した

場合、目標達成には相当な期間を要したと考えられるもの 

（「目標に近い実績を示さなかった」とは、達成率 70％未満を目安

とし、「相当な期間を要した」とは、３年以上を目安とする） 

⑤目標に向かっていない 主要な業績指標の全部又は一部が目標を達成しなかったため、施策

としても目標達成に向けて進展していたとは認められず、現行の取

組を継続しても目標を達成する見込みがなかったと考えられるもの 

（当区分には、相当な期間を要しても目標を達成できない施策が該

当する） 
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＜５区分のイメージ＞

(時間) 
 

評価実施 

目 標

(

達 成 度

)

指・・・業績指標 主指・・・主要な業績指標
〇・・・達成 ◎・・・大幅に上回って達成
×・・・未達成

≒ ○： おおむね目標に近い実績を示す
≠ ○： 目標に近い実績を示さず 

①目標超過達成 
（指：〇、主指：◎） 
②目標達成 
（指：〇、主指：〇） 
③相当程度進展あり 
（指：全部又は一部×、主指：≒〇 
現取組継続→達成近い） 

④進展が大きくない 
（指：全部又は一部×、主指：≠〇 
現取組継続→達成遠い） 

⑤目標に向かっていない 
（主指：全部又は一部×、達成見込みなし） 
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（２）業績指標の評価について 

 

以下の評価基準により記載する。なお、評価は、「A」、「B」、「N」のいずれかとする。 

【評価基準】 

Ａ 業績指標の実績値は目標達成に向けた成果を示している。（目標年度では、目標を
達成している。） 

Ｂ 業績指標の実績値は目標達成に向けた成果を示していない。（目標年度では、目標
を達成していない。） 

Ｎ 判断できない。 
※ 実績値が「目標達成に向けた成果を示している」との判定は、達成率が 100％以上で

あるかを目安として行う。 

ただし、達成率が、おおむね目標に近い実績を示す 70%を上回るが、目標達成に向け

た成果を示す 100％に満たない指標についても、当該事務事業の取り組みや直近の実績

値の推移等の分析結果により、目標年度における目標の達成が相当程度見込まれるこ

とを合理的に説明できる場合には、実績値が「目標達成に向けた成果を示している」も

のと判定する。 

※ 目標値を「０」に設定している指標のうち、「０」になる蓋然性が高い指標について

は、直近２年間の実績値のうち１件でもあれば「B」とする。 
 

 

 

 

＜達成率のイメージ＞ 
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